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平成 30 年 3 月 14 日 

 

関 係 各 位 

 

 

日本商品先物振興協会  

 

臨時総会の議決事項について 

 

 

本日（3月 14 日）開催した第 20 回臨時総会におきまして、議決された事項に

ついてお知らせいたします。 

 

 

第 1 号議案 平成 30 年度事業計画について 

以下の通り承認された。 

１．望ましい金融所得税制の実現に向けた取組（継続） 

商品先物取引を含むデリバティブ取引等と上場株式等の譲渡等に係る

所得との損益通算を可能とする税制改正の早期実現に取り組む。 

２．商品先物関係団体の運営のさらなる効率化に向けた取組 

商先業者の経営環境が厳しさを増す中、団体運営のさらなる効率化を追

求するため、日商協と本会の組織統合に向けた課題整理を行う。 

３．純資産額規制比率の算定方法の明確化（継続） 

オプション取引に係るリスク相当額の計算方法の明確化について、引き

続き主務省と協議する。 

４．協会ホームページを通じた各種情報の発信（継続） 

各種情報の掲載・発信により商品先物取引の活性化に貢献していく。 

 

第 2 号議案 平成 30 年度収支予算について 

以下の通り承認された。 
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【収入の部】                      前年度予算対比 

会費収入 0 円 （△73,738 千円）0％ 

雑収入（入門書印税、パンフレット等頒布代金、預金利子等） 

 900 千円 （△300 千円）80.0％ 

運営準備預金取崩収入 34,000 千円 

 （＋19,000 千円）441.1％ 

前期繰越収支差額 7,825 千円 

収入合計 42,725 千円（△49,506 千円）46.3％ 

 

【支出の部】 

１．事業費 19,099 千円（△16,554 千円）53.6％ 

（１）制度改善事業費 11,009 千円（△11,474 千円） 

（２）企画調査事業費 4,588 千円（△2,422 千円） 

（３）情報発信費 3,502 千円（△2,658 千円） 

２．事務所費 15,880 千円（△30,744 千円）34.1％ 

（１）人件費（役職員 2名給与、社会保険料）  

12,661 千円（△25,433 千円） 

（２）その他事務所費 3,234 千円（△5,296 千円） 

３．退職給与引当金繰入 4,746 千円 （△2,208 千円）68.2％ 

４．予備費（事務所移設関連費含む） 3,000 千円 （前年同額）100.0％ 

支出合計 42,725 千円（△49,510 千円）46.3％ 

 

 

第 3 号議案 定款の改正について 

本会の組織変更に伴い、事業、資産及び会計等に関する改正案が承認され、本

日から施行した。 

 

第 4 号議案 理事の選任について 

杉原常務理事・事務局長が本年３月 31 日付けをもって退任し、企画調査部門

の谷口部長を同４月１日付で理事・事務局長に選任した。 
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第 5号議案 任期満了に伴う役員の選任方法等について（案） 

任期満了に伴う会員役員の選任については、役員選任規程第 3 条第 1 項ただ

し書に定める選考委員方式により選任することとし、以下の選考委員を選任し

た。 

古 田 省 三   岡藤商事㈱ 取締役相談役 

姫 野 健 一   岡安商事㈱ 取締役社長 

依 田 年 晃   サンワード貿易㈱ 代表取締役社長 

二 家 勝 明   日産証券㈱ 代表取締役会長 

釼 持 宏 昭   北辰物産㈱ 代表取締役社長 

多々良 實 夫   豊商事㈱ 代表取締役会長 

以上 6名 

＊会員外役員については、会長が選定した候補者を総会に付議して選任する。 

 

以 上 

 

 

本件に関するご照会先 

日本商品先物振興協会 

谷  口 

電話 ０３－３６６４－５７３１ 


